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大阪府における年の麻疹の発生動向のまとめ

麻疹排除に向けて
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目的 大阪府における2014年の麻疹の流行状況を分析し，府内の今後の麻疹対策について検討を行

う。

方法 2014年に大阪府内で麻疹と報告された46例に府内集団発生事例で感染者の居住地が他府県で

あった 1 例を加えた47例について年齢分布，週別患者発生状況，推定感染経路，渡航歴，麻疹

含有ワクチン歴，ウイルス検出状況，発症から届出までに要した日数について分析を行った。

結果 患者は青年層成人（20～39歳）が24例（51）と半数以上を占めていた。患者報告数は 2 週

から27週にかけてピークを形成し，47週に終息した。主な感染経路としては，感染源不明の国

内感染が47例中16例（34）と最多で，次いで家族内感染（26），渡航や海外からの輸入事

例（21）の順であった。また患者の83が接種歴なし，または不明であった。検出ウイルス

は B3，H1，D8 とすべて海外由来株であった。15歳以上群は15歳未満群に比べ，発症から届

出までの日数が有意に長かった（P＝0.001）。
結論 府内の麻疹を制圧するためには発症から届け出の遅れを最小限にすることが求められる。医

療機関，とくに成人を診療する医療機関への啓発が必要とされる。またすべての感受性者に対

する麻疹含有ワクチン接種が必要である。
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 緒 言

2015年 3 月，日本は WHO 西太平洋地域麻疹認

定委員会によって麻疹の排除の認定を受けた1)。し

かしながら，2013年48週（12月）以降，わが国にお

ける麻疹患者の報告数は増加傾向が続き，2014年の

累計報告数は前年度の約 2 倍の463例に達した2)こ

とは記憶に新しい。

大阪府内においても，2013年48週以降，輸入麻疹

に引き続いて海外渡航歴のない国内感染事例の報告

が続き，2014年の累計報告数は46例であった3)。こ

れは2013年の15例の 3 倍以上の報告数であった。本

稿の目的は，大阪府内における2014年の麻疹の流行

状況を分析し，発症症例者の特徴を明らかにし，そ

の結果を，今後の麻疹排除計画に反映させる事であ

る。

 研 究 方 法

. 対象

大阪府感染症発生動向調査事業によって2014年 1
週から52週までに感染症法に定められた麻疹の届け

出基準を満たし，感染症発生動向調査システム

（National Epidemiological Surveillance of Infectious
Diseases: NESID）に麻疹と報告された46例に，府

内集団発生事例であったが他府県で発生届が出され

た 1 例を加えた計47例を対象とした。47例は，感染

地が海外の事例を除き，可能な限り，感染地，発症
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図 患者の年齢分布（初発・散発/二次・三次/全症例）

初発・散発群の平均年齢23.8±13.3歳
二次・三次感染群の平均年齢15.8±14.3歳］P＝0.048
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地，居住地の 3 か所で，患者の行動調査や患者周囲

の健康調査等の積極的疫学調査を行った。

. 症例定義

感染症法では麻疹の届け出の対象は以下の 3 つの

場合に分けられている。◯検査診断例発熱・発

疹・カタル症状の 3 つすべてを認め，かつ検査診断

されている◯臨床診断例発熱・発疹・カタル症状

の 3 つすべてを認める◯修飾麻疹発熱・発疹・カ

タル症状の 3 つのどれかを認め，かつ検査診断され

ている。また本調査においては◯～◯の届け出基準

を満たし，かつ，発症地・感染地・居住地のいずれ

か 1 つ以上が大阪府内である事例と定義した。

. 検討項目

47例に対し，感染地が海外の事例を除き，可能な

限り，感染地，発症地，居住地の 3 か所で，患者の

行動調査や患者周囲の健康調査等の積極的疫学調査

を行った。さらに，発生届と積極的疫学調査により

判明した詳細な感染経路を，◯海外渡航（海外渡航

先で感染）◯国内感染（海外渡航歴がなく，かつ国

内での感染源不明）◯接触感染（医療機関や学校・

職場等の施設での接触二次感染）◯家族内感染（同

居家族からの二次感染）の 4 つに分類し，解析を行

った。以上より得られた患者の年齢分布，週別患者

発生状況，推定感染経路，渡航歴，施設内での集団

発生の状況，麻疹含有ワクチン接種歴（以下ワクチ

ン接種歴），ウイルス検出状況，発症から届出に要

した日数について検討を行った。

. 統計解析

2 群間の比較検討については，連続変数に対して

は Student の t 検定，カテゴリー変数に対しては

Fisher の直接確率検定を用いた。いずれの方法も P

＜0.05の場合を統計学的有意と判断した。解析ソフ

トは Statistical Analysis System（SAS）を使用した。

本研究は感染症法に基づく大阪府感染症発生動向

調査の一環として実施したものであり，すべての患

者情報は個人が特定できないように記号化されてい

る。従って，本研究はわが国の疫学研究に関する倫

理指針の定める「適応範囲外の研究」に該当すると

いう理由で，八尾市立病院の倫理審査委員会で審査

対象としない判断が下されている（2015年 1 月 8 日）。

 研 究 結 果

. 患者の発生状況と年齢分布

対象患者総数47例中44例にウイルス遺伝子検査を

実施し，うち42例が陽性であった（検査診断例）。

遺伝子検査で陰性であった 2 例ならびに遺伝子検査

を施行しなかった 3 例計 5 例が臨床診断例であっ

た。臨床診断例 5 例中 2 例は疫学的リンクあり，3
例はリンクなしの弧発例であった。

全患者47例をさらに初発・散発群（n＝25），二

次・三次感染群（n＝22）の 2 群に分け，それぞれ

の群の年齢分布を図 1 に示した。全患者の平均年齢

は19.7歳±14.0歳，中央値は22.5歳であった。20～

29歳が14例（30）と最も多く，次いで30～39歳が

10例（21），0 歳児が 7 例（15）の順であった。

20～39歳の青年層成人が24例（51）と半数以上を

占めていた。

初発・散発群では20～29歳が10例（40）と最も

多く，一方で，二次・三次感染群は 0 歳児が 6 例

（27）と最も多かった。両群間の平均年齢につい

て比較検討を行ったところ，有意差が認められた

（初発・散発群23.8±13.0歳，二次・三次感染
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図 週別患者発生状況

図 年齢階級別推定感染経路

図 年齢階級別推定感染経路（10歳毎・0 歳児除く）
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群15.6±14.5歳，P＝0.048）。
. 週別患者発生状況（図 2）
第 2 週から30週にかけて 1～5 例/週の報告が続き，

47週の 1 例を最後に終息した。流行の前半は海外渡

航が目立っていたが，後半は国内感染が増加した。

. 推定感染経路

47例のうち国内感染が最多の16例（34），次い

で家族内感染12例（26），海外渡航10例（21），

接触感染 9 例（19）であった。海外渡航先はフィ

リピンが最多で 7 例，中国，インドネシア，ベトナ

ムが各々 1 例ずつであった。年齢階級別推定感染経
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図 年齢階級別麻疹含有率ワクチン接種歴

図 週別ウイルス検出状況（n＝41）
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路を図 3・図 4 に示す。10歳ごとの年齢階級にまと

めてみると（図 4），他の年齢階級別の推定感染経

路のカテゴリーに比し 1～9 歳児群における海外か

らの感染の割合（n＝4，57），10～19歳群におけ

る家族内感染の割合（n＝5，71）が有意に高か

った（Fisher の直接確率検定，P＝0.0142）。これ

は，両親の母国に里帰りした際の感染，ないしは感

染した兄弟からの家族内感染，そして海外渡航歴は

ないが，大家族で兄弟全員が麻疹含有ワクチン未接

種のために家族中に感染が波及した事例などが多か

ったためである。

. 施設内での集団発生の状況

集団発生事例としては，院内感染が 1 件，職場感

染が 1 件あった（後述）。

. 麻疹含有ワクチン接種歴

全症例47例中，ワクチン接種歴なし25例（53），

不明14例（30）1 回接種 7 例（15）2 回接種 1
例（2）であった。ワクチン接種歴なし・不明を

合わせると39例，83を占めていた。年齢階級別

（図 5）にみると，第 1 期の接種が完了しているは

ずの 1 歳～4 歳児の患者 5 例中 5 例（100）がワ

クチン接種歴なしであった。3 期・4 期を含む 2 回

接種の機会が提供されていたはずの 1 歳～20歳未満

の患者14例中13例（93）がワクチン接種歴なし，

または不明であった。これら14例中 8 例が外国籍の

親を持っており，親の国籍はフィリピン，ベトナ

ム，インドネシアであった。残り 6 例は大家族の兄

弟姉妹であった。

. 麻疹ウイルス遺伝子検出状況

47例中ウイルス遺伝子を検出し得たのは42例で，

うち 1 例は遺伝子型の判別が不可能であった。遺伝

子型が判別した41例は，すべて海外由来株であっ

た。内訳は B3 型が29例，H1 型が 9 例，D8 型が 3
例であった。週別ウイルス検出状況を図 6 に示す。

流行の前半は B3 がほとんどを占めていたが，後半

は主に H1 が検出された。

. 発症から届出までの日数

全患者47例の発症から届け出までに要した日数の

平均は7.2±4.3日，中央値は 5 日であった。さら

に，わが国ではおおむね15歳未満の患者は小児科を，

15歳以上の患者は内科を受診すると推定されること

より，47例を15歳未満群（n＝17），15歳以上群（n
＝30）の 2 群に分け，発症から届け出までに要した

日数の平均を比較検討したところ，15歳以上群は15
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歳未満群に比べ有意に日数が長かった（15歳未満

群4.5±2.8日，15歳以上群8.7±4.3日，P＝
0.001）。
. 集団発生事例

集団発生事例 2 事例について詳述する。

事例 1発端者はフィリピン人の親を持つ 4 歳男

児（接種歴なし）で，フィリピンから帰国した時に

はカタル期が過ぎ，発疹と高熱が出現していた。家

族内に感染拡大し（2 歳男児，7 か月男児），受診し

た医療機関で 8 か月女児，10か月女児，9 か月男児，

33歳女性に二次感染を起こした。その後 8 か月女児

の双子の姉妹も感染した（三次感染）。いずれの患

者にも接種歴はなかった。発端者とその弟（2 歳，

7 か月）と33歳女性は入院となった。ウイルス遺伝

子型は B3 型であった。

事例 2発端者は宿泊施設に勤務する22歳男性

（接種歴不明）で，海外渡航歴はなく，感染経路も

不明である。その後同じ建物内で働いていた25歳男

性（接種歴なし）と33歳男性（接種歴 1 回あり）お

よび33歳男性（接種歴不明）に感染が拡大した。ウ

イルス遺伝子型は H1 型であった。

 考 察

大阪府内においては，2013年48週以降輸入麻疹に

引き続いて海外渡航歴のない国内感染事例の報告が

続いた。これは全国的にも同様の傾向で，中国やフ

ィリピンなど日本周囲のアジア諸国で，2013年から

すでに麻疹の流行がみられており，日本でも，2013
年終わり頃から主にフィリピンなどからの輸入麻疹

の患者が全国各地で認められるようになった2)。こ

のように，我が国の麻疹の流行状況は，国内の麻疹

感受性者数と，周辺アジア諸国の流行状況に大きく

左右されると考えられる。大阪府における2014年の

麻疹感染事例の分析結果から浮かび上がってきた麻

疹患者の特徴とその対策について考察した。

. ワクチン接種歴から見たハイリスクコミュニ

ティー対策

大阪府内における全症例について，20～39歳が47
例中24例と最も多く，51を占めていた。この20歳
～39歳の年齢層は，麻疹含有ワクチンの 2 回接種の

恩恵を得られなかった世代でもある。今回の報告で

も，24例中17例（71）がワクチン接種歴なしまた

は不明であった。しかしながら，最も憂慮されるべ

きは，3 期・4 期を含む 2 回接種の機会が提供され

ていたはずの 1 歳児～20歳未満の患者14例中13例
（93）がワクチン接種歴なし，または不明であっ

た事である。これら14例中 8 例が外国籍の親を持っ

ており，親の国籍はフィリピン，ベトナム，インド

ネシアであった。残り 6 例は大家族の兄弟姉妹であ

った。大家族や外国人の場合は，接種記録の確認が

困難であることが多いが，比較的低年齢の接種歴不

明者は未接種の可能性が高いと考えられる。これら

外国人や大家族は，言葉の壁や経済的理由などか

ら，必要回数のワクチンが行われていない hard-to-
reach community と言われるハイリスクグループで

あり，いったん麻疹が持ち込まれるとアウトブレイ

クが非常に起こりやすいハイリスクコミュニティー

と言える。国内の報告としては，家族内とその家族

が住む集合住宅内に麻疹含有ワクチン未接種者が蓄

積されていたことによる集合住宅内でのアウトブレ

イク事例4)が報告されている。また2000年に麻疹排

除を完遂したアメリカにおいても，近年，宗教的理

由からワクチンを受けていないコミュニティー5)

や，米国以外で出生し，ワクチンを受けていないミ

クロネシア地域移民のコミュニティー6)でのアウト

ブレイク事例が報告されている。事例 1 に示すよう

に，外国への里帰りで未接種の子どもが感染し，兄

弟全員が未接種であったため，家族中に感染が波及

した。カタル期を過ぎ発疹が出現していたにも拘ら

ずそのまま医療機関を受診し，院内感染を惹起した。

このように，ハイリスクコミュニティーにいった

ん麻疹が持ち込まれれば，彼らの間，また言葉の壁

などの問題で，その周辺にも瞬く間に流行が拡大す

ることが憂慮される。麻疹排除後の麻疹持ち込みに

よるアウトブレイクを阻止するためには，このよう

な特定のハイリスクコミュニティーに対するさらな

る対策が必要である。

2003年寺田らは，倉敷市内の68幼稚園，55小学校，

24中学校を対象に，入園入学時にワクチン接種歴お

よび既往歴を調査した7)。麻疹と風疹の感受性者に

はワクチン接種を勧奨，加えて接種証明書の提出を

依頼したところ，麻疹の接種率と既感染率の新しい

合計は，幼稚園と小学校入学時では95，中学校入

学時では90と目標の90以上を満足した。この報

告が示すように，入園時や就学時にワクチン接種歴

を確認し，接種証明書の提出を依頼することは，現

行の医療制度でも十分に実現可能でかつ効果的な対

策であると考える。

. 年齢分布，発症から届け出までの日数，ウイ

ルス遺伝子型の検討から見た成人感受性者対策

今回の検討では，20～39歳のいわゆる働き盛りの

青年層成人が47例中24例と51を占めていた。事例

2 は，職場内においてこれら成人感受性者の間に発

生した典型的なアウトブレイク事例と言える。以

下，これら成人患者対策について述べる。

結果で示したように，府内の初発・散発患者は成
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人に多く，またこれら成人患者は，15歳未満のいわ

ゆる小児患者に比べ麻疹の発症から届け出までに時

間がかかっていた。

2005年大森らは，結核の症状出現日から初診日ま

でを「受診の遅れ（Patient delay）」，初診日から登

録日までを「診断の遅れ（Doctor delay）」，および

その和（症状出現日から登録日）を「発見の遅れ

（Total delay）」とし，わが国の結核サーベイランス

データを用いてそれぞれの期間の遅れの推移と関連

要因を分析した8)。麻疹の場合も，同様に発症から

届け出までの期間をいくつかに分けた検討が有効で

あると考える。つまり発症から届け出の遅れを，◯

症状出現日から初診日まで◯初診日から診断日ま

で，また麻疹の場合はわが国の医師による麻しん届

出ガイドライン9)（以下ガイドライン）において診

断から24時間以内の届け出が求められていることか

ら◯診断日から届け出日まで，以上 3 つの期間に分

け，それぞれの期間に遅れが生じている可能性を考

慮し分析する必要がある。発症からなるべく早期に

届け出を行うことはその後の二次感染防止に有効で

あることは論を待たず，これらの 3 つの期間の遅れ

の要因を分析し最小限にするアクションプランが求

められる。本検討では臨床診断例と検査診断例を含

んでいるためそれぞれの日の正確性に限界があると

考えられ，3 つの期間ごとに分析はし得なかった

が，今後の検討課題である。

◯症状出現日から初診日までの期間を短くするた

めには，成人に対し渡航歴や麻疹患者との接触があ

った場合，すみやかにその旨伝えた上で医療機関を

受診することを啓発することが重要であろう。また

保険制度や経済状況に関わらず患者が医療機関にア

クセスしやすくなるような医療制度の改善が求めら

れる。具体的には外国人や経済的弱者に対する医療

制度の充実，外国人向けの電話相談や医療機関にお

ける通訳の設置，すべての患者が医療機関にアクセ

スしやすくなるよう休祝日や時間外対応可能な医療

機関の増設などが考えられる。次に◯初診日から診

断日までの期間を短くするためには，成人が受診す

る医療機関への麻疹に対し，ガイドライン9)にある

ように臨床症状による診断基準と抗体検査や遺伝子

検査による診断基準の 2 つの診断基準の周知徹底が

重要であると考えられる。最後に◯診断日から届け

出日までの期間については，ガイドライン9)におい

て診断から24時間以内の届け出が謳われている。成

人患者は小児患者に比べ，発症から届出までの期間

に複数の医療機関を受診していることもしばしばあ

り，そのことも感染を広げる要素になっている。ま

た麻疹は定点医療機関であるかにどうかに関わら

ず，すべての医療機関が届け出をしなくてはいけな

い全数報告が義務付けられているが，それを知らな

い医療機関が症例を届出しない可能性もある。従っ

て，とくに成人が受診する医療機関へ，これら報告

義務を含むガイドライン9)についての周知啓発が重

要であろう。

20～39歳は麻疹のみならず風疹の感受性者が多く

残存していることが知られており，今後一層の国家

的防衛の見地からも，渡航予定に関わらず，すべて

の成人感受性者に対し，会社単位での麻疹・風疹ワ

クチンの接種等の接種勧奨が勧められる。加えて，

院内二次感染防止のために，すべての医療機関にお

ける院内感染対策の徹底8)も重要であることは言う

に及ばないであろう。

また，流行の前半においては，フィリピン渡航者

よりの遺伝子型 B3 の家族内または接触感染が認め

られたが，後半においては，渡航歴のない感染経路

不明の遺伝子型 H1 の成人患者の発生がほぼ同時期

に認められた。これらの患者には明らかな疫学的リ

ンクは認められなかったが，同遺伝子型の麻疹患者

がほぼ同時期に複数名出たことは重大な事実として

認識する必要がある。この H1 の詳細な遺伝子解析

を行うことで，感染経路の特定につながる可能性が

あると考える。渡航歴のない麻疹患者の感染経路

は，麻疹排除のための重要な疫学情報である。今後

は感染経路を可能な限り特定し，症例を蓄積してい

くことが必要である。

. 昨今の国際化に伴うこれからの麻疹対策

2010年以降，ヨーロッパ，アフリカ，アジアの国

々で大規模な麻疹の流行が発生しており，今後も海

外からの府内への麻疹ウイルスの持ち込みがありう

ると考えられる。2000年に麻疹排除が完遂したと言

われているアメリカにおいても，フィリピンの2013
年末から続いている麻疹の大流行を受けて，2014年
に渡航に関連する輸入麻疹の報告が増加した。

CDC の報告10)によると2014年のアメリカ国内での

麻疹患者は644例，アウトブレイクは23件あり，こ

れは2000年の麻疹排除宣言以来最多の報告数であっ

た。2013年末に起こったカリフォルニア州のディズ

ニーランドにおける外国人旅行客に端を発する大規

模なアウトブレイク11)は，麻疹含有ワクチン接種の

是非を問う格好の話題となっている。2015年 3 月，

わが国は WHO の麻疹排除の認定を受けたが，こ

のような麻疹排除国における麻疹の再興は，今後の

わが国においても，よりいっそうの対策が必要とさ

れていることを示唆している。
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 結 語

昨今の国際化時代においては，国家的防衛の見地

からも，すべての感受性者に対する麻疹含有ワクチ

ン接種が必要である。国として高い抗体保有率を維

持することで，麻疹を排除し，万一海外から麻疹ウ

イルスが持ち込まれても大規模な集団発生を予防で

きると考える。

今回の報告においてご助言を賜りました大阪府府立公

衛生研究所 高橋和郎先生，堺市衛生研究所 小林和夫先

生，石井記念愛染園付属愛染橋病院小児科 塩見正司先

生，倫理審査委員会にて本論文の審査をして頂いた八尾

市立病院 田中一郎先生，香川雅一先生，検査対応および

遺伝子解析を担当された大阪府公衆衛生研究所，大阪市

環境科学研究所，堺市衛生研究所の皆様，ならびに検体

採取，疫学調査に尽力頂いた各関係行政機関の担当者の

皆様に深謝いたします。
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The 2014 measles outbreak in Osaka
An epidemiological study for the elimination of measles
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Yasunori SASAI,8, Wakaba FUKUSHIMA9and Tomoyuki TANAKA10

Key wordsOsaka, Measles, Outbreaks

Objectives To examine and analyze the spread of measles in Osaka in 2014 and determine eŠective meas-
ures to prevent such occurrences.

Methods We analyzed 47 cases of measles reported in Osaka, including one measles patient living in
another prefecture where there was an outbreak. We focused on age distribution, the number of
patients reported each week, estimated infection routes, history of measles vaccination, detection of
viruses, and number of days it took to report the case after the onset of measles.

Results Patients aged 2039 years accounted for 24 cases (51.1). The number of patients reported
started from 2nd week with relatively broad peak to 27th week, and the measles epidemic was
brought under control in the 47th week. Among the 47 cases, no source could be identiˆed in 16
cases (34.0). Household exposure was the main cause of the infection (25.5), followed by im-
ported cases (21.3). Eighty-three percent of the overall patients had not received a measles vacci-
nation at all or it was unclear whether they previously had been vaccinated. Genotype B3, H1, and
D8 were detected in our patients and these genotypes originated overseas. It took signiˆcantly more
days, from the onset of measles, for the case to be reported in patients aged 15 years and over com-
pared with those aged under 15 years (P＝0.001).

Conclusion For eradicating measles in Osaka, it is important to raise awareness about this issue among
medical institutions, especially institutions for adults, in order for them to report cases as soon as
possible, upon discovery in their patients. In addition, `̀ catch-up'' supplementary immunizations
are eŠective for all people, including adults who are susceptible to measles.
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